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 住民基本台帳ネットワークシステム調査委員会運営要綱 

 

第１ 趣 旨 

住民基本台帳ネットワークシステムの運営、個人情報保護措置、セキュリティ対策、

地方公共団体の体制などのあり方について幅広く調査審議を行い、総務大臣に意見を述

べることを目的とする。 

 

第２ 名 称 

名称は、「住民基本台帳ネットワークシステム調査委員会」（以下「調査委員会」と

いう。）とする。 

 

第３ 構 成 

調査委員会は別紙のメンバーをもって構成する。 

 

第４ 座 長 

１ 調査委員会に座長を置き、メンバーの互選によりこれを定める。 

 

２ 座長は会務を総理する。 

 

３ 座長が不在又は座長に事故がある場合には、あらかじめ座長の指名する者がその職

務を代理する。 

 

第５ 議 事 

１ 調査委員会の会議は座長が招集する。 

 

２ 座長は、必要があると認めるときは、学識経験者等に調査委員会への出席を求め、

その意見を聞くことができる。 

 

 

第６ その他 

１ 調査委員会の庶務は、総務省自治行政局住民制度課において処理する。 

 

２ この要綱に定めるもののほか、調査委員会の運営その他調査委員会に関し必要な事

項は座長が定める。 

 

 

 



 

 

（別紙） 

住民基本台帳ネットワークシステム調査委員会委員名簿 

（敬称略、５０音順） 

 

  荒 金 廣 明 （全日本自治団体労働組合副中央執行委員長） 

五十嵐 芳 彦 （東京海上日動火災保険株式会社常務取締役） 

  宇 賀 克 也 （東京大学大学院法学政治学研究科教授） 

  大 谷 和 子 （株式会社日本総合研究所法務部長） 

  大 橋 真由美 （成城大学法学部教授） 

  小 川 和 久 （静岡県立大学グローバル地域センター特任教授） 

  小 尾 高 史 （東京工業大学像情報工学研究所准教授） 

  清 原 慶 子 （三鷹市長） 

  前 川  徹  （サイバー大学ＩＴ総合学部教授） 

  松 尾  明  （公認会計士） 

安 田  浩  （東京電機大学大学院未来科学研究科特別専任教授（特 

命教授）） 


